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3 月 17 日のウクライナ情報 
安斎育郎 

（１）フランシスコ法王、ウクライナ戦争終結に向けた協議を呼びかけ。カタール、アルジ

ャジーラ放送  (AI 日本語音声) 2024 年 3 月 12 日 
https://youtu.be/gygNxKAMCQk 

 

フランシス法皇：ウクライナは白旗を掲げてロシアと戦争終結の交渉をすべきだ。 

 

（２）ウクライナ兵士、平均年齢４３歳…５０万人の新兵確保に難航（yahoo ニュース、２

０２４年 3 月 15 日） 

 

平均年齢４３歳、２年間戦闘に疲れたウクライナ兵士が兵力交代を切実に望んでいる。ただ、円滑な

徴集のための法改正は、政治的な壁にぶつかっている。 

１４日（現地時間）、英フィナンシャル・タイムズ（ＦＴ）は「ウクライナ５０万人の新兵徴集案が反発を起

こしている」と報じた。 

ウクライナで３１日表決される新しい動員法は最大５０万人を徴集できる兵力交代の柱だ。ウクライ

ナ政府は、現在約３３万人の兵力を循環配置し、戦力を整える計画だ。 

ウクライナ国防省は、戦争初日から派兵された兵力を代替し、新兵を教育して戦闘力を強化するこ

とに焦点を当てている。 

問題は、政界で法案に４０００以上の修正案を提示するなど、採決に難航が予想される点だ。新しい

https://youtu.be/gygNxKAMCQk
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動員法は、対象男性の年齢を既存の２７歳から２５歳に引き下げる案が含まれている。このため、政界

では若者を死地に送るという反発の声も上がる。 

また、開戦初期に多くの国民が志願入隊をしたが、人員は枯渇し、戦線に行くことを憚る男性が多

くなっている。また、戦闘人員の老衰化も克服の課題になっている。 

今年１月、英紙ザ・タイムズによると、ウクライナ兵士の平均年齢は４３歳に達し、一部の突撃隊は平

均年齢が５４歳に達し、戦闘力低下の懸念が出ている。米国軍２８歳、英国軍３１歳に比べて差が大き

い。 

https://news.yahoo.co.jp/articles/2b405078f0a2ea086d551bfaac5a1bc1ed6

7be82/images/000 

 

（３）なぜ西側の戦車はウクライナで全滅するのか？（２０２４年３月１５日） 
 スプートニクのベントレー特派員は、エイブラムスやレオパルドは現地の条件に適していないと説明

する。またロシアの無人機には無力である。 

「米の軍用ハードウェアは、効果的であるようには作られていない。作る人達が儲かるように作られ

ている」。 

https://twitter.com/i/status/1768438294503645382 

 

https://twitter.com/SputnikInt/status/1768438294503645382 

 

（４）ロシアの大統領選挙に出馬表明するプーチン大統領。電子投票も使うけどドミニ

オン製ではないから安全（２０２４年３月１４日） 
https://twitter.com/i/status/1768233032199328134 

 
https://twitter.com/w2skwn3/status/1768233032199328134?s=09 

https://news.yahoo.co.jp/articles/2b405078f0a2ea086d551bfaac5a1bc1ed67be82/images/000
https://news.yahoo.co.jp/articles/2b405078f0a2ea086d551bfaac5a1bc1ed67be82/images/000
https://twitter.com/i/status/1768438294503645382
https://twitter.com/SputnikInt/status/1768438294503645382
https://twitter.com/i/status/1768233032199328134


3 

 

 ※安斎注：「ドミニオン製」＝ドミニオン・ヴォーティング・システムズは、カナダ・アメリカの投票集計システム提供企

業。2016 年業界シェア率でカナダ第 1 位、全米第 2 位。2020 年の米大統領選に関して、トランプ陣営からドミニ

オン社の商品に関する不正選挙疑惑をかけられている。 

 

（５）ウクライナ危機を生んだのは誰か？ 露ウに民主化運動を仕掛け続けた全米民主

主義基金 NED PartⅠ（２０２３年１０月４日） PartⅠ：1991-1999 年の基本情況。 

遠藤誉 

 ソ連崩壊とベルリンの壁崩壊などに関して全米民主主義基金 NED（National Endowment for 

Democracy）が関与していたことは NED の「年次報告書」のデータから判明したが（参照：8 月 21

日のコラム＜遂につかんだ！ ベルリンの壁崩壊もソ連崩壊も、背後に NED（全米民主主義基金）

が！＞）、崩壊後からこんにちに至るまで、ロシアを徹底して潰そうと NED が暗躍し続けてきたこと

が、同じく NED の年次報告書から判明した。 

 ここから NED が計画的に台湾有事を招き日本を戦争に巻き込む戦略が見えてくる。 

 そもそも筆者が、なぜアメリカの組織である NED などに深い興味を持つに至ったかというと、中東

諸国が中国に近づき始めたことがきっかけだった。特にアメリカの友好国であったサウジアラビアと、

アメリカに最も嫌われ厳しい制裁を受けているイランが中国の仲介により和解したときに、関係国の

資料を読むと、いたるところに「二度と再びアメリカが起こしたカラー革命により紛争と混乱を招かれ

たくない」という趣旨の強烈な思いが中東諸国にあることを知った。習近平とプーチンの会談におい

ても、中国語で「顔色革命（カラー革命）」という文字を使って「絶対に顔色革命を再現させてはならな

い」という言葉が目立った。 

 そこで、カラー革命に関して調べ始めたところ、それらは全てアメリカの NED が起こしていたこと

を初めて知ったのである。そのときの驚きは尋常ではない。 

 それだけでなく、今は中国が強くなってきたので、中国大陸の中国共産党政権が崩壊するように香

港や台湾で NED が大活躍し、台湾には NED の支部さえあって、「第二の CIA」と呼ばれる NED が

CIA とともに台湾有事を創り出そうとしていることが判明したのだ。そのことは拙著『習近平が狙う

「米一極から多極化へ」 台湾有事を創り出すのは CIA だ！』で詳述した。 

 台湾有事になれば必ず日本人が戦争に巻き込まれる。それを避けるためにも、ウクライナ危機がど

のようにして生まれたのかを詳細に分析しなければならない。しかしその経緯はあまりに長いので、ソ

連崩壊からこんにちまでを、いくつかのパートに分けて分析する。今回はまず、1991 年から 1999

年までを対象とする。 

 ソ連崩壊時同様、そこには並外れた戦略家・ブレジンスキーの存在があった。 

◆NED の対露＆対ウ民主化支援の全体像 

 1983 年から 2021 年までの NED の「年次報告書」を見つけたので、NED 関連はすべて、その「年

次報告書」に載っているデータに基づいて情報提供をする。 

 まず、年代を区切らずに NED のロシアおよびウクライナに対する民主化運動支援の金額と件数を

図表１に示す。「件数」とあるのは「NED の大枠のプロジェクト件数」のことである。チェチェンに関して

のみ、NED の年次報告書では「ロシア（チェチェン）」と区別して書いてあるので、報告書通りにチェチ

ェンだけロシアとは別枠で記す。 

 

https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/8144406b472d0036beca44e3f55373922648e5b8
https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/8144406b472d0036beca44e3f55373922648e5b8
https://www.amazon.co.jp/dp/4828425349/
https://www.amazon.co.jp/dp/4828425349/
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図表１：NED のロシア＆ウクライナに対する民主化運動のための支援金額と件数 

 
NED の「年次報告書」に基づき筆者作成 

  2017 年に関しては、なぜかウクライナだけデータが書いてないので、やむなくブランクにしてあ
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る。これらの金額の推移を視覚的に見やすいようにしたのが図表２に示した推移図だ。 

図表２：NED のロシア＆ウクライナに対する民主化運動のための支援金推移図 

 
NED の「年次報告書」に基づき筆者作成 

◆ロシアを潰すために発揮されたブレジンスキーの天才的頭脳 

   ――「ユーラシア大陸を制する者が世界を制する」戦略 

 冒頭に書いた 8 月 21 日のコラム＜遂につかんだ！ ベルリンの壁崩壊もソ連崩壊も、背後に NED

（全米民主主義基金）が！＞でも強調したように、ソ連崩壊やベルリンの壁崩壊を招いた東欧革命に

関して、圧倒的に天才的な戦略で動いたのはズビグネフ・ブレジンスキー（1928-2017 年）元米大統

領補佐官（カーター政権時代、国家安全保障問題担当）（1988 年から 1997 年の間は NED の理事）

だった。 

 彼は 1997 年に“The Grand Chessboard”という本を著し、その中で概ね以下のような趣旨の

ことを書いている。 

 １．ユーラシア大陸を誰が制覇するか。ユーラシア大陸を制する者が世界を制する。アメリカはソ連崩

壊までは、唯一ユーラシア大陸に対してだけは直接的な影響力を持っていなかった。 

 ２．しかし、（アメリカの力によって）ソ連が崩壊した今、アメリカが世界で唯一の世界全体を勢力圏に

置く大国になった（＝ソ連を崩壊させるという大事業を通して、アメリカはユーラシア大陸で力を発揮

した）。 

 ３．したがって、ユーラシア大陸で、アメリカの力を凌（しの）ぐような大国が成長してはならない（＝

新生ロシアを潰さなければならない→筆者注：この論理に従えば次は中国を潰さなければならないこ

とになる。なぜならロシアやインドと共に、ユーラシア大陸を縦につないでユーラシア経済圏を形成し

ようとしているのは中国だからだ。ブレジンスキーの懸念は、今では中国によって阻害されているの

だから、アメリカはロシアにばかり力を注いではいられないはずだ。このことも拙著『習近平が狙う

「米一極から多極化へ」 台湾有事を創り出すのは CIA だ！』の中で詳述している。だからこそ尚更、

ウクライナ危機がいかにして生まれたのかを明確にしなければならない。そうすれば私たちは日本国

民を守ることができるはずだ）。 

 ４．そのため（新生ロシアを潰すため）には国際金融機関の世界ネットワークも重要で、IMF（国際通

貨基金）や世界銀行は世界の利益を代表していると言えるが、実際はアメリカの絶大な影響力の下に

https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/8144406b472d0036beca44e3f55373922648e5b8
https://news.yahoo.co.jp/expert/articles/8144406b472d0036beca44e3f55373922648e5b8
https://www.ned.org/zbigniew-brzezinski-mourned-by-ned/
https://www.amazon.co.jp/dp/4828425349/
https://www.amazon.co.jp/dp/4828425349/
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あり、アメリカの戦略の下で誕生したと言える（1944 年のブレトン・ウッズ会議）。それらをも活用し

なければならない。 

 ５．ウクライナが NATO や EU に加盟するか否かは、ロシアにとっては重大な脅威になり分岐点とな

り得る。したがって「ウクライナの存在」を最大限に重視（利用？）しなければならない（筆者注：1997

年出版の本を執筆する時点で、これを見抜いているのだから、ブレジンスキーの頭脳の明晰さは尋常

ではない）。 

 一方、ワルシャワ大学政治科学研究所の Sylwia Gorlicka 氏は、2020 年に発表した＜

Selected Western Countries’ stance on the Chechen conflict（チェチェン紛争に対

するいくつかの西側諸国の立場）＞という論文の中で、ブレジンスキーが 1990 年代の初期から個別

にチェチェン独立派と連携し、ロシアを窮地に追いやったことを詳細に考察している。 

 これらの大枠を理解した上で、次のステップに進もう。 

◆1990 年から 1999 年までのロシアとウクライナの政治情勢に関する時系列 

 ソ連が正式に崩壊したのは 1991 年 12 月 25 日だが、ソ連崩壊の前提となる「ワルシャワ条約機

構（ソ連を盟主とした東欧諸国が結成していた軍事同盟）の解体」は、1990 年 2 月のベーカー元米国

務長官の発言があったからなので、ここでは 1990 年からのロシアとウクライナおよびその関連周辺

国の政治情勢に関する時系列（図表 3）を作成し、考察することとした。 

 ソ連崩壊に至るプロセスの中で最も重要なのは、図表 3 の第１行にあるように、アメリカがソ連に

「NATO 軍の管轄は１インチたりとも東に拡大しない」と約束したことだ。 

図表３：1990-1999 年のロシア＆ウクライナ周辺国の政治情勢に関する時系列 

 

筆者作成 

http://wrh.edu.pl/wp-content/uploads/2020/12/067_WRH_17_4_wrh_2020_no4_Gorlicka.pdf
http://wrh.edu.pl/wp-content/uploads/2020/12/067_WRH_17_4_wrh_2020_no4_Gorlicka.pdf
http://wrh.edu.pl/wp-content/uploads/2020/12/067_WRH_17_4_wrh_2020_no4_Gorlicka.pdf
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 しかし、その舌の根も乾かぬうちにアメリカは約束を破り、早くも 1999 年 3 月には、旧ソ連圏ある

いは衛星国の中の「チェコ、ハンガリー、ポーランド」などを NATO に加盟させ、その後も雪崩を打っ

たように「NATO の東方拡大」は続いていく。 

 1997 年 5 月に「NATO・ロシア基本議定書」が締結されているが、これは NATO の意図表明を弁

解的に展開しているだけで、ロシアの同意を必要とするという性格のものでなく、最初からブレジンス

キーの計画通り、むしろ NATO 加盟国を増やしていって東方拡大し、ロシアに脅威を与えるファクタ

ーが内在している（これに関しては＜NATO・ロシア基本議定書の亡霊――3 つの論点＞が平易な言

葉で解説している）。 

 ブレジンスキーの本の概要の「４」にも記したように、アメリカはエリツィン大統領を取り込み、IMF

の意見に従い「ショック療法」と呼ばれる急激な市場経済化を採用させ、国家資源を管轄する国営企

業を民営化するに当たり株を超安値で売るなどして「オリガルヒ」という大富豪（新興財閥）を生んだ。 

 主たる７大新興財閥は巨万の富を得て政治を動かすようになり、中には銀行を設立してロシア政府

に融資する形になったり、メディアを独占するようになったりなどして、1996 年のエリツィン二期目

の大統領選挙の時には、人気がなくなったエリツィンが、オリガルヒを頼りにしたくらいだ。エリツィン

政権はアメリカのコントロールのままに動き、1998 年には財政危機に陥って、ブレジンスキーの思い

通りに、崩壊寸前のところまで行っていた。 

 一方、チェチェンに関してもロシアは窮地に追い込まれた。 

 図表 3 にある通り、1991 年 11 月に、ソ連邦の構成主体の一つになっていたチェチェン共和国は独

立宣言をしたのだが、ソ連邦は認めず、また新生ロシアになってもロシア連邦はチェチェン共和国の独

立を認めないだけでなく、むしろロシア憲法で、チェチェン共和国をロシア連邦構成主体の中にある

10 の共和国の中の一つに位置付けてしまった（ロシア連邦の中には共和国や自治区なども含めると

全体では 90 近い構成主体がある。したがって「連邦構成国」と呼ばないで「主体」と称するようだ）。 

 チェチェン共和国の中には、連邦残留を希望する一派と、何としても独立を主張する分離独立派の

二つの勢力があり、内紛を起こしていた。分離独立派の勢力が強くなった 1994 年 12 月にエリツィ

ン政権がロシア連邦軍をチェチェンに侵攻させるという「第一次チェチェン紛争」が起きた。 

 図表３にあるように、実は 1992 年 5 月には、クリミア半島がクリミア共和国としてウクライナから

の独立宣言をし、ロシアもそれを支援していたのだが、94 年に起きた第一次チェチェン紛争で、それ

どころではなくなり、ロシアはクリミア独立支援を諦めてしまった。そのため 1995 年 3 月にウクライ

ナがクリミア共和国を併合する結果となった。 

 ということは、チェチェン紛争が起きていると、アメリカには有利だということになる。 

 当然のことながら、アメリカは（ブレジンスキーを中心として）チェチェンの独立派を応援した。その

詳細が前述のワルシャワ大学の論文に書いてあるわけだ。 

 1999 年の第二次チェチェン紛争が起きると、ブレジンスキーを中心として American 

Committee for Peace in Chechnya（チェチェンの平和のためのアメリカ委員会）が設立され

た。このとき図表１にあるように NED が表面に出て支援金や（ブレジンスキーが 90 年代初期から始

めていた）連絡のための電子機器提供を増強している。 

 チェチェン紛争はロシアにとって非常に手痛い問題だが、1999 年末にエリツィンが退陣し、プーチ

ン政権が現れると、やがて独立派を過激な「テロ」と位置付け、様相を変えていく。 

https://www.jfir.or.jp/studygroup_article/8872/
https://en.wikipedia.org/wiki/American_Committee_for_Peace_in_Chechnya
https://en.wikipedia.org/wiki/American_Committee_for_Peace_in_Chechnya
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◆NED は民主化運動のための支援金で具体的には何をしたのか？ 

 ブレジンスキーは NED の理事だったのだから、NED が何を目的として、具体的に何をしたのかは、

おおむね想像がつくものとは思うが、現在のウクライナ危機の遠因を考察するためにも、詳細を明示

したいと思い、NED の年次報告書から主たるものを選んで一覧表を作成した。実際は全てを合計す

ると 1000 以上の、細かく分岐したプロジェクトが動いているが、それらは省略した。 

図表４：NED がロシアとウクライナで行った民主化運動のための活動(1991-99) 
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NED の「年次報告書」に基づき筆者作成 

 

 図表４をざっと眺めると、エリツィン政権のロシアとウクライナは、まるで NED の傀儡政権のようで

はないか。この時すでに、こんにちのウクライナ戦争の結晶成長核が埋め込まれていた事実は一目瞭

然だろう。 

 

遠藤誉 

中国問題グローバル研究所所長、筑波大学名誉教授、理学博士 

1941 年中国生まれ。中国革命戦を経験し 1953 年に日本帰国。中国問題グローバル研究所所長。

筑波大学名誉教授、理学博士。中国社会科学院社会学研究所客員研究員・教授などを歴任。日本文藝

家協会会員。著書に『習近平が狙う「米一極から多極化へ」 台湾有事を創り出すのは CIA だ！』、『習

近平三期目の狙いと新チャイナ・セブン』、『もうひとつのジェノサイド 長春の惨劇「チャーズ」』、『ウク

ライナ戦争における中国の対ロシア戦略』、『 習近平 父を破滅させた鄧小平への復讐』、『毛沢東 日

本軍と共謀した男』、『ネット大国中国 言論をめぐる攻防』、『中国がシリコンバレーとつながるとき』

など多数。 

 

 


